





























2010（平成 22）年６月までは常用労働者数が 301 人以
上の事業主，同 22 年７月からは常用労働者数 201 人以
The Journal of the Department of Social Welfare,
Kansai University of Social Welfare No.13, 2010.2
pp.95 － 104
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








On the present situation and some tasks in the employment of disability










































ても，OECD 諸国における障害者割合（20 ～ 64 歳）は，
20 カ国平均で 14％に対しわが国のそれは僅かに 4.4％に
しか過ぎず，韓国に次いで低くなっている．このうち稼
働人口に占めるわが国の各段階別，各種別の障害者の割






































































７万 2,328 企業に雇用されている障害者の数は 33 万














法定常用労働数 56 万 7,536 人，障害者数 9,997 人，実雇
用率 1.76 ％，達成企業は 54.4％である．全国に比べ兵
庫県は，実雇用率，達成企業の割合でも上回っている．
一方，特殊法人は８社，法定常用労働者数 3,639 人に対
し障害者数 76.0 人，実雇用率 2.09％，達成企業の割合
は 75.0％となっている．





















































































身体障害者数 26 万 8,266 人（障害者合計の 80.6％），知















～ 99 人，（２）100 ～ 299 人，（３）300 ～ 499 人，（４）
500 ～ 999 人，（５）1,000 人以上規模の５段階に分けら
れる．まず（１）の小規模事業では 1.40％（前年 1.42％，
以下同じ）， （２） では 1.35％（1.33％）， （３） では 1.59％








では 44.7％（44.9％） ，（２）では 46.0％（45.7％）， （３） 
では 45.6％（43.5％）， （４）では 44.3％（41.8％） ， （５）









⑴　56 ～ 99 28,265.5 1.40 
⑵　100 ～ 299 65,287.5 1.35 
⑶　300 ～ 499 32,639.5 1.59 
⑷　500 ～ 999 41,633 1.64 
⑸　1000 以上 164,986 1.83 












⑴　56 ～ 99 1,226.5 1.76 
⑵　100 ～ 299 2,858 1.71 
⑶　300 ～ 499 1,124.5 1.63 
⑷　500 ～ 999 1,436.5 1.79 
⑸　1000 以上 3,351.5 1.85 












区分 身体障害者数 知的障害者数 精神障害者数 実雇用率（%）
⑴　56～99 18,953 8,609 703.5 1.40 
⑵　100～299 50,591 13,152 1,544.5 1.35 
⑶　300～499 26,147 5,677 815.5 1.59 
⑷　500～999 34,729 5,872 1,032 1.64 
⑸　1000以上 137,846 23,525 3,615 1.83 






区分 身体障害者数 知的障害者数 精神障害者数 実雇用率（%）
56 ～ 99 765 450 11.5 1.76 
100 ～ 299 2,059 762 37 1.71 
300 ～ 499 911 196 17.5 1.63 
500 ～ 999 1,223 190 23.5 1.79 
1000 以上 2,706 599 46.5 1.85 
規模計 7,664 2,197 136 1.76 
　兵庫県の状況については，表５で示したとおりであ
る．身体障害者の雇用数がやはり（２）の 100 ～ 299 人
規模のところが相対的に多く，（５）の 1000 人規模のと
ころが多くなっている．知的障害者については（２）の
ところがやや多くなっている．（３）の 300 ～ 499 人の
ところの実雇用率が相対的に低いのはやはり問題点であ



























































































用者数は 2007 年度 30 万 2716 人，2008 年度 32 万 5603 







の期間 9560 人，9925 人，9997 人と漸増をみせている．













2007 年度 9,560.5 7,538 1,947 75.5 1.75 
2008 年度 9,925 7,700 2,112 113 1.76 

























の 2009 年９月現在でみると，有効求人数 339 人，有効求




























年度 金額 対象人数 事業所数
2006 57 万 6,000 5 5
2007 40 万 8,000 4 4


































































































われている」（独立行政法人高齢 ･ 障害者雇用支援機構編『障害者雇用ガイドブック（平成 19 年度版）』366 頁）.
９ 障害者の雇入れにかかる賃金の一部として事業主に支給される助成金．
10 茨城県水戸市の段ボール加工会社「アカス紙器」は積極的に知的障害者を従業員として雇用し，従業員は全員会社の寮に住まわせ
ていた．しかし ,1995 年 10 月，アカス紙器が障害者雇用により国から交付される特定求職者雇用開発助成金を受け取っていながら，
実際には知的障害者の従業員に対してほとんど賃金を支払っていないことが発覚し，翌年社長は詐欺容疑で逮捕された．詐欺容疑
で社長の近辺を捜査する過程で，A が長年にわたり，従業員の知的障害者に対して虐待を行っていたことが判明した（水戸地裁
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率２割以上で一律 26 単位であったのが，定着率による５段階の区分が設定され，最高の 45％以上では 189 単位へと大幅に増額されている．

